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  労働災害件数は 3 年連続減少 

  ～死亡災害は過去最少 第三次産業の労働災害件数ほぼ横ばい～ 

 

１ 概況 

① 休業 4日以上の死傷災害発生状況 

滋賀県内の労働災害による休業 4 日以上の死傷者数は、第 1 図に示すように、平成 24 年を起点

として 3 年連続で減少し、平成 27 年の休業 4 日以上の死傷者数は、全産業で 1,359 人となり、前

年に比べ 45 人（-3.2%）の減少となった。なお、3年連続の減少は 16 年ぶり。 

     業種ごとの内訳では、第 2図に示すように、第三次産業が 511 人（前年比-0.8％）とわずかに減

少したほか、製造業が 420 人(前年比-6.9%)、運輸交通業が 155 人(前年比-3.7%)、建設業が 149

人（前年比-3.9％）といずれも減少した。 

 

＜第１図＞ 休業 4日以上の死傷者数の推移（全産業、過去 15 年間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜第２図＞ 休業 4日以上の死傷者数の推移（業種別、過去 15 年間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 

 

 

 

1,463 
1,508 1,531 

1,581 

1,510 

1,650 

1,529 

1,634 

1,300 1,307 
1,341 

1,454 
1,422 1,404 

1,359 

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

1,600

1,700

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

（人） 

災害発生年 （暦年） 

休
業
４
日
以
上
の
死
傷
災
害 

（暦年） 

 

356 
392 

357 

402 483 

537 
504 

543 
505 477 

510 

574 500 515 511 515 501 

591 
569 

538 544 535 

539 

369 
388 392 391 462 451 

420 

188 
220 

195 191 
163 176 160 

183 
138 

165 170 178 
188 

161 155 

262 244 
255 259 

191 

257 

202 227 

159 

137 
153 162 144 155 149 

0

100

200

300

400

500

600

700

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

第三次産業 

製造業 

建設業 

（人） 

（暦年） 

休
業
４
日
以
上
の
死
傷
災
害 

運輸交通業 

第 12 次労働災害防止推進計画（H25-29）の目標 

                     （H29 までに 1,250 人） 
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② 死亡災害発生状況 

     死亡災害は第 3図に示すように、平成 25 年を起点として 2年連続で減少し、平成 27 年の死亡者

数は 8人と過去最少となった。 

交通事故による死亡者数は、第 4図に示すように 3人で、前年に比べ 2人増加した。 

 

  ＜第３図＞ 死亡者数の推移（過去 10 年間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜第４図＞ 交通事故による死亡者数の推移（過去 10 年間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 業種別の発生状況（平成２７年） 

① 休業 4 日以上の死傷者数は、第 5 図に示すように第三次

産業の占める割合が 37.6％と最も高く、次いで製造業

（30.9％）、運輸交通業（11.4％）、建設業(11.0％)の順

になっている。 

第三次産業の内訳は、511 人中、商業（176 人）、接客娯

楽業（90 人）、社会福祉施設（75 人）、清掃業（57 人）な

どである。 

② 死亡者数は、第 3 図に示すように、建設業が 2 人、製造

業が 1 人で、それぞれ前年と同数となり、運輸交通業が 2

人、商業が１人（物品賃貸業）、その他 2人（飲食店 1人、

畜産業 1人）であった。 

 

                      （２） 
＜第５図＞ 業種別死傷災害 

全産業 1,359 人 

死亡災害のうち 

交通事故の占める割合 

（暦年） 

 

2 

6 

1 
2 

1 1 1 

1 

1 

1 

1 

1 

3 1 

2 

1 

2 
1 

2 2 

1 

1 

1 1 

1 

1 

1 

3 

10 

3 

5 5 

2 

3 

5 

1 

3 

0

2

4

6

8

10

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

交
通
事
故
に
よ
る
死
亡
者
数

 

交通事故死亡者数 

新聞配達業 

道路貨物運送業 

警備業 

その他業種 

 

 

 

4 4 4 
6 

1 

4 4 
3 

2 2 

4 
5 

3 

4 

4 

2 2 
2 

1 1 

3 
2 

2 

2 

1 

2 

1 
2 

2 2 

2 

5 

1 
2 

1 
2 

1 

3 

3 

1 

4 2 
3 

6 
4 

2 

13 

16 

14 

18 

11 
10 

11 
12 

10 

8 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

死
亡
者
数 

その他 
商業 

運輸交通業 

製造業 

建設業 

（暦年） 

商業 

その他 

運輸交通業 

製造業 

建設業 



転倒 

160人 

31.3% 

動作の反

動・無理な

動作 

90人 

17.6% 

墜落・転落 

64人 

12.5% 

交通事故 

47人 

9.2% 

切れ・こす

れ 

28人 

5.5% 

はさまれ・

巻き込まれ 

25人 

4.9% 

高温・低温

の物との接

触 

25人 

4.9% 

その他 

72人 

14.1% 

３ 事故の型別の発生状況（平成２７年） 

① 全産業の死傷者数を事故の型別でみると、第 6図に示すように「転倒」が 21.2％と最も多く、次い

で「墜落・転落」が 17.1％、「動作の反動・無理な動作」が 15.5％、の順で発生している。 

② 事故の型別の死傷者数を業種別にみると、第三次産業では「転倒」が 31.3％と最も多く、次いで「動

作の反動・無理な動作」が 17.6％、「墜落・転落」が 12.5％の順で発生している。 

製造業では「はさまれ・巻き込まれ」が 22.9％（96 人）と最も多いが、割合、人数ともに労働者

死傷病報告の集計を始めた平成 11年以降で最少となった。 

建設業では「墜落・転落」が 35.6％と最も多く、次いで「はさまれ・巻き込まれ」が 11.4％、「動

作の反動・無理な動作」が 11.4％の順で発生している。 

道路貨物運送業では「墜落・転落」が 30.2%と最も多く、次いで「動作の反動・無理な動作」「転

倒」の順に発生している。 

 

＜第６図＞ 事故の型別死傷災害 

 

全産業 1,359 人              第三次産業 511 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建設業 149 人                      道路貨物運送業 139 人 
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③  死亡災害の事故の型別では、全数 8人の内、「交通事故」が 3人、「墜落・転落」が 2人、「はさ

まれ・巻き込まれ」、「激突され」、「飛来・落下」、が 1人ずつ発生している。 

④  転倒災害件数は、第 7図に示すように 288 件となり、労働災害全体が減る中でも、就業者の高年

齢化にも伴い、依然として高止まりの状態となっている。労働災害全体に占める転倒災害の割合は、

一貫して増加傾向であり、平成 27年は 21.2%であった。 

 平成 27 年における転倒災害 288 件の年代別件数は、第 8 図に示すように、50 代が 82 人と最も

多く、次いで 60 代が 77人、40代が 69人となった。また、各年代の転倒災害の割合は、年齢を重

ねるほど高くなる傾向にある。 

 

＜第７図＞転倒災害の件数と全体に占める割合    ＜第８図＞年代別災害件数と転倒災害の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 起因物別の発生状況（平成２７年） 

① 製造業で最も死傷者数の多い「はさまれ・巻き込まれ」96 人を起因物別でみると、第 9図に示すよ

うに「一般動力機械」が最も多く 19.8%を占めている。 

② 建設業で最も死傷者数の多い「墜落・転落」53人を起因物別でみると、第 10 図に示すように「足

場」と「はしご等」が同数で最も多く、それぞれ 21%を占めている。 

 

＜第９図＞ 製造業における、「はまされ・      ＜第１０図＞ 建設業における「墜落・転落 

巻き込まれ」災害の起因物別内訳            災害」の起因物別内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          

 
 
     
 

 

＊休業 4日以上の死傷災害は「労働者死傷病報告」、死亡災害は「死亡災害報告」による。 
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